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化炉のスケールアップに伴って炉の直径が大きくなり、石炭粒子に働く遠心力が大きくなる。

この状態ではガス流と石炭粒子により炉壁を損傷し易くなるため、遠心力の大きさと石炭

のガス化率のバランスを上手く取らなければならない。このため、本実証試験ではバーナ

ーから吹き込まれる石炭粒子とガス流の設備に及ぼす影響と石炭のガス化効率の関係を

明らかにし、大型商用機の設計に資することが大きな研究課題である。 

 

 

 

②酸素吹 IGCC プラントの全体システム確立 

石炭火力発電所に求められる運用（部分負荷運用※1、負荷変化速度※2）を満足するた

め、空気分離設備、石炭ガス化設備及び複合発電設備の連係を取った制御を行い、安定

的・効率的な運転ができなければならない。 

IGCC の発電出力変更は、目標値に対し、石炭供給量、酸素供給量等をコントロールし

て、目標とする発電出力を得る。次ページの設備構成に示す通り、石炭ガス化設備・空気

分離設備・ガス精製設備・複合発電設備等、設備構成要素の多い IGCC は、出力変更信

号に対して個々の要素の応答速度及び設備間の干渉を織り込んだ制御とする必要がある。

この協調制御（出力と石炭・酸素量）は実証試験を通して確立する大きな研究課題である。 
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O2(ガス化剤)量
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炉形

ガス化炉設計アルゴリズム 

スラッギング防止 

炉壁損傷防止 

スラグ安定流下 
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※1 部分負荷運用 

石炭火力発電所は、昼間の需要が多いときは定格（フル）出力で運転しているが、

それ以外ではフル出力にしないことも多い（例えば需要が少ないときは 50％程度の

（ハーフ）中間出力で運用する等）。これを部分負荷運用という。 
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設備構成（第 1 段階：酸素吹 IGCC 実証試験） 
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※2 負荷変化速度 

負荷変化速度とは、1 分間あたりの発電出力変化の割合で、負荷変化率ともいい、

この値が大きい方が発電所の運用性に優れている。（下図参照） 

出力

（定格出力） 100%負荷

50%負荷

20分

0 分

85MW

170MW

負荷変化率
2.5%/分　＝(100%-50%)/20分
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③CCS について、別途、事業が進められているが、それを含め関連する研究開発や

実証試験とのスケジュール的な関係を説明していただきたい。また、CO2 を分離す

る技術は既に広く商用化されており、本事業を進める理由を実証する技術内容とと

もに、説明していただきたい。 

 

（答） 

○CCS 事業との関連性について 

CCS 大規模実証試験は、2011 年 10 月に調査を実施した日本 CCS 調査(株)から経済産

業省に対して、貯留層総合評価および実証試験計画（案）が提出された。経済産業省ではそ

れらに基づき、現在、「ＣＣＳ実証試験実施に向けた専門検討会」において技術的な確認が行

われているところである。この実証試験計画（案）では、北海道苫小牧地点において２つの実

排出源（製油所）から分離・回収した CO2 を輸送し、苫小牧の 2 つの貯留層へ圧入する計画

となっている。実証試験計画（案）によると、仮に実証試験の実施が決定されれば、3～3．5

年で設備の設計・建設、次の 3．5 年で圧入試験、最後の 2．5 年で圧入後のモニタリングが

行われる予定となっている。 

一方、第 2 段階（CO2 分離･回収型 IGCC 実証）については H32 年度に終了する計画で

あることから、H32年には発電（IGCC）からのCO2分離・回収に係る実証事業と上記のCCS

大規模実証試験がともに完了すれば、それらの成果を統合し、IGCC+CCS の実用化が技術

的に可能となる。 

また、苫小牧地点に引続き他地点において貯留試験が実施される場合には、その状況に

合わせて積極的な連携を図る。 

 
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業工程

第1段階

第2段階

第3段階

年　度

実証

試験

実証試験

実証試験設計･製作･据付

設計･製作･据付

設計･製作･据付

 
 

○CO2 分離・技術について 

CO2 分離・回収設備は下図に概略系統を示す通り CO シフト反応器、湿式 CO2 吸収再生

装置から成り立っている。CO シフト反応器、湿式 CO2 吸収再生装置は石油精製や化学工

業等での実績が豊富であるが、既存の IGCC プラントに組み合わせた実績はないため、大崎

クールジェン PJ における IGCC プラントに CO2 分離・回収設備を付設し、CO2 分離・回収設

備が発電プラントの運用に与える影響を評価しておく必要がある。 

具体的には、微粉炭火力発電プラントの運用方法は石油精製や化学工業界における運用
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とは異なり、日間で電力需要の増減に対応して発電出力を変化させなければならない。石油

精製や化学工業界では、定格負荷一定での操業が一般的であるが、現状の石炭火力は変

動する需要に出力を迅速に調整することが求められる。このため、発電出力変化幅で 50 %

～100%(定格出力)、発電出力変化速度が 1～3%/分が一般的である。 

IGCC プラントに CO シフト反応器や CO2 分離回収装置が付設された場合、安定的に高効

率発電を維持し、同時に CO2 を安定的に分離回収することが求められる。 

このため、 

 

a． 発電システム全体について、原料ガス量と連動するシフト蒸気所要量の変動に対し、

シフト蒸気を抽気する複合発電設備との連係を行い、CO2 回収によるエネルギーロス

の少ないシステムを構築。 

 

b． CO シフト反応器については、原料ガス量の変動に対し、発熱反応である CO シフト

反応器内の温度を安定制御する運転方法の確立。 

 

c． 湿式 CO2 吸収再生装置については、原料ガス量の変動に対する吸収液循環量等

の運転条件を定め、回収した CO2 の純度を高純度に維持する運転方法の確立。 

 

等が主要な研究課題である。 

 
また、第 2 段階においては、CO2 分離回収を行った後の石炭ガス化ガス（水素リッチガス）

の中に含まれる不純物について測定･分析を行い、得られた測定･分析結果については第 3

段階において行う実証試験の詳細検討に活用する予定である。 

CO シフト反応器
湿式 CO2 吸収再生装置 
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④実証試験で回収した CO2 はどのように処分するのか説明していただきたい。 

 

（答） 

本実証試験で回収した CO2 は、今後、CO2 輸送・貯留などの CCS 実証試験が行われる

場合は、その事業との積極的な連携を図る。 
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⑤適用する炭種を拡大する研究は、本事業の中で行う予定か説明していただきた

い。 

 

（答） 

第 1 段階の酸素吹 IGCC の実証試験（約 2 ヵ年）においては、ガス化に適した灰融点が比

較的低い 3 炭種の亜瀝青炭を中心に使用し IGCC プラント性能（効率、環境性能）、運用性

（出力変化特性、起動停止時間、最低負荷）、信頼性（長時間運転）の検証を行う。また、本ガ

ス化炉の特長である多炭種適用範囲の広さを検証するため、微粉炭火力で使用されている

比較的灰融点の高い瀝青炭（1 炭種）の試験も行う予定である。 

また、第 2 段階の CO2 分離・回収型 IGCC 実証試験期間及び第 3 段階の CO2 分離・回

収型 IGFC 実証試験期間中においても、本ガス化炉の特徴である多炭種適用範囲の広さを

検証するため、第 1 段階で使用した炭種以外で比較的灰融点の高い瀝青炭の試験を行う予

定である。 
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（4）波及効果について 

 

①海外展開戦略や技術開発戦略等、石炭火力発電における USC の戦略と IGC

（IGFC 含む）の戦略の関連性と差異を示していただきたい。 

 

（答） 

USC は微粉炭火力の一種であり、途上国を含む世界各国で微粉炭火力は石炭火力発電

技術として確立・定着している。その微粉炭火力を高効率化する方法として、ボイラで発生さ

せる蒸気を蒸気タービンでより大きな仕事をさせるべく、蒸気条件を高温・高圧化する取組み

が行なわれてきている。 

一方 IGCC は、高効率化の方法として蒸気タービンに加えてガスタービンを活用するもの

（IGFC の場合は、さらに燃料電池も活用するもの）であり、今後のガスタービンの効率向上を

石炭火力技術に取り込み、更なる効率向上を実現していくことが基本コンセプトである。 

 

USC に関して我が国以外では、蒸気条件の高温・高圧化は進んでいない。即ち、海外諸

国の石炭火力発電効率は相対的に低く、地球環境問題を中心とするグローバルな課題に対

応するためには、高効率化による CO2 排出量の削減が必要となる。電源開発(株)を含む本

邦企業コンソシアムが、国際競争入札を経てインドネシアで初の USC 事業を開発することに

なり、USC は実証試験から 10 年を経て海外展開を実現した。 

IGCC は、炭種適合性が広く、世界の石炭埋蔵量の半数を占める低品位炭（亜瀝青炭や

褐炭）の利用が見込まれる。発展途上国における、市場価値の低い炭種に適した発電方式と

して IGCC を適用することで、CO2 の排出量を大幅に削減するとともに、石炭資源の節約に

も繋がる。 

微粉炭火力は高品位炭（瀝青炭）向き、IGCC は低品位炭向きなので、相互補完的である
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とともに、IGCC 導入は調達ソース分散による供給安定性向上に資する。なお、IGCC に灰融

点の高い高品位炭を適用する場合、酸素吹方式と空気吹方式の適合範囲はほぼ同等であ

るが、空気吹方式には融点降下剤が必要とされている。 

 

 

 

IGCC 技術の特長と石炭資源を巡る状況に鑑み、IGCC を国内で実証することにより USC

同様に海外展開を進め、システム輸出に繋げていくことが必要である。また、政府間交渉に

より、海外での石炭火力高効率化を CO2 クレジット等により我が国に還元できるスキームが

できれば、我が国の CO2 排出量をネットで削減する効果がある。 

 

今後の高効率石炭火力発電技術普及スパイラル 

国内 海外

IGCC
A‐USC

USC

EAGLE
（IGCC , IGFCﾊﾟｲﾛｯﾄ）

大崎
（IGCC実証）

大崎
（IGFC実証）

（技術開発・実証） （事業展開）

注）勿来実証プラントについて
・発電出力：２５０ＭＷ ・発電効率４２％

・ガスタービン１２５０度級 ・ガス炉：空気吹き
・建設資金：７割；１０電力会社出資、３割；国庫負担

IGCC

IGFC

勿来
（IGCC実証）

（実証実験：07～09fy）

磯子1号：02年運開
磯子2号：09年運開
(USC)

中部ジャワ(USC)
本年６月、本邦企業
優先交渉権獲得

タイ・マエモ（IGCC）
(本年度 F/S実施予定)

中国 廊坊（IGCC）
(本年度 F/S実施予定)

 

出所：IEA,”Coal Informatio 2011” 
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②本技術の需要先として想定される市場の大きさは示されているが、本技術と他の

競合技術との関係において、本技術が採用される見通し及び海外との競争の見通

しはどうなのか示していただきたい。 

 

（答） 

前項に記載したとおり、IGCC/IGFC は、微粉炭火力である USC から一層の高効率化を図

るための次世代技術である。 

高効率化のメリットは、基本的には発電コストに占める燃料費の節約なので、石炭価格が

高い状況下では高効率化ニーズが高まる傾向がある。従って、中長期的に石炭価格が上昇

傾向にあるとされている中、現時点で USC を導入していない地域では USC 導入が進み、そ

の後に本技術が導入される状況が生じると考えられる。USC が導入されている地域は、本技

術にとって既に潜在市場である。 

なお、CO2 対策経費が導入された場合は、石炭価格同様、高効率化ニーズを高める作用

がある。 

将来的には、競合技術に対する本技術の高効率と適合炭種における優位性から、世界の

石炭火力のリプレース及び新設に際し、広く活用されることが期待される。 


